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 固定資産税は、市町村財政における基幹税目として重要な役割を果たしてきてお

りますが、先般の税法改正による課税情報の情報公開の促進等を背景に、固定資産

税制度や資産評価に対する納税者の関心は、今後ますます高まっていくものと予想

されます。 

 当評価センターは、昭和５３年５月設立以来、調査研究事業と研修事業を中心に

事業を進め、地方公共団体に固定資産税に関し必要な情報を提供すべく努力を重ね

てまいりました。 

 特に、調査研究事業では、その時々の固定資産税を巡る問題点をテーマに選定し、

各テーマごとに学識経験者、地方公共団体等の関係者をもって構成する研究委員会

を設け調査研究を行ってまいりましたが、特に、本年度は７つの調査研究委員会を

設けて、専門的な調査研究を行い、固定資産税制度、資産評価制度の改善に寄与し

てまいりました。 

 土地研究委員会では、「公的土地評価の個別的要因を中心とした比較及び個別的

要因を固定資産評価に反映する場合の考え方・手法等」について調査研究を実施い

たしました。 

この程、その調査研究の成果をとりまとめ、ここに研究報告書として公表する運

びとなりましたが、この機会に熱心にご研究、ご審議いただきました委員の方々に

対し、心から感謝申し上げます。 

 当評価センターは、今後とも、所期の目的にそって、事業内容の充実及び地方公

共団体等に役立つ調査研究に努力をいたす所存でありますので、地方公共団体をは

じめ関係団体の皆様のなお一層のご指導、ご支援をお願い申し上げます。 
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はじめに 

 

 本委員会は、平成１４年度の固定資産税の土地評価に関する調査研究に係る事項として、

「公的土地評価の個別的要因を中心とした比較」及び「個別的要因を固定資産税評価に反映

する場合の考え方・手法等」を取り上げることとした。 

 バブル経済下における２０世紀最後の地価高騰に伴い、固定資産税の課題として「評価の均

衡化・適正化」がとりあげられた。平成元年には土地基本法が制定され、「国は、公的土地評価

について相互の均衡と適正化が図られるように努めるものとする。」（第１６条） との規定に基づ

き、固定資産税評価は地価公示価格等の７割を目途に評定されることとなり、平成６年度の評価

替え以降、このいわゆる「７割評価」という評価方法で対応が図られてきたところである。平成１５

年度評価替えは、こうした方法に改められてから、４回目の評価替えとなる。 

 このように「７割評価」は導入から１０年が経過し、実務的には市町村にも十分定着したものと

考えられる。その一方で都市部を中心として市町村長による所要の補正が増加する傾向にあり、

このことは、公的土地評価の相互の均衡化と適正化が図られつつあることを示すとはいいえるも

のの、固定資産税評価は１億８千万筆の土地を短期間に評価する必要があること､また､賦課課

税方式を採用していることから､固定資産税評価における個別的要因の反映には限界もあるの

ではないかと考えられるところである。 

 そこで、本委員会では、７割評価導入から１０年経過したことに伴い、改めて公的土地評価に

ついて手法・内容等を比較するとともに、併せて固定資産評価基準に反映すべき個別的要因の

考え方・手法等について検討を行うこととしたものである。 
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Ⅰ 公的土地評価の比較 

 

 

 ここでは、地価公示に係る評価（以下「地価公示評価」という。）、相続税評価、固定資産税評

価の公的土地評価を比較する。なお、地価公示評価については、不動産鑑定士等によることと

されていることから、不動産鑑定基準を適宜参照することとする。 

 

 

１ 目的 

(１) 地価公示評価 

 地価公示は､以下の役割を果たすことにより､適正な地価の形成に寄与することを目的とす

るものである（地価公示法第１条）※１。 

・一般の土地の取引価格に対する指標の提供（公示法第１条の２） 

・不動産鑑定士等の鑑定評価の規準（公示法第８条） 

・公共用地の取得価格の算定規準（公示法第９条） 

・収用委員会の補償金額の算定の際に考慮（公示法第１０条） 

・国土利用計画法による土地取引規制における価格審査の規準 

 （国土利用計画法第１６条第１項第１号、同第２７条の５第１項第１号、同第２７条の８第１

項第１号） 

・国土利用計画法に基づく土地の買収価格の算定の規準 

 （国土利用計画法第１９条第２項、同第３３号） 

・公有地の拡大の推進に関する法律に基づく土地の買取価格の算定の規準 

 （公有地の拡大の推進に関する法律第７条） 

 

※「規準」とは、対象土地の価格を求めるに際して、当該対象土地とこれに類似する利用価

値を有すると認められる一又は二以上の標準地との位置、地積、環境等の土地の客観

的価値に作用する諸要因についての比較を行ない、その結果に基づき、当該標準地の

公示価格と当該対象土地の価格との間に均衡を保たせることをいう。（地価公示法第１１

条） 
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(２) 相続税評価 

 相続税は、相続・遺贈により、贈与税は、贈与により財産を取得した個人に対し課税される

（相続税法第１条）。 

 相続税は、遺産の取得に担税力を見出して課税するもので、所得の稼得に対して課される

個人所得課税を補完するものとされている※２。 

 相続税評価は、相続税・贈与税の課税を目的として財産評価を行うものである。 

 

 

(３) 固定資産税評価 

 固定資産税は、土地、家屋及び償却資産の所有者に課税するものである（地方税法第３４

３条第１項）。 

 固定資産税は、固定資産の保有と市町村の行政サービスとの間に存在する受益関係に着

目し、資産価値に応じて毎年経常的に課税する財産税である※３。 

 固定資産税評価は、固定資産税の課税を目的として財産評価を行うものである。 
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２ 評価対象たる価格の内容 

(１) 地価公示評価 

 地価公示評価における価格は、「正常な価格」（地価公示法第２条第１項）とされている。そ

の内容は、「土地について、自由な取引が行われるとした場合におけるその取引（農地、採草

放牧地及び森林以外のものとするための取引を除く｡）において通常成立すると認められる価

格（当該土地に建物その他の定着物がある場合又は当該土地に関して地上権その他当該土

地の使用若しくは収益を制限する権利が存する場合には、これらの定着物又は権利が存しな

いものとして通常成立すると認められる価格）をいう。」（地価公示法第２条第２項）とされてい

る。 

 具体的には、市場性を有する不動産について、合理的な市場で形成されるであろう市場価

値を表示する適正な価格であり、この場合の「合理的な市場」とは、市場統制等がない公開の

市場で、需要者及び供給者が売り急ぎ、買い進み等特別の動機によらないで行動する市場

である※４。 

 

 

  

地

（
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第

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

価公示法 

標準地の価格の判定等） 

二条第一項 土地鑑定委員会は、…（中略）…一定の基準日における当該標準 

地の単位面積当たりの正常な価格を判定し、これを公示するものとする。 

二条第二項 前項の「正常な価格」とは、土地について、自由な取引が行なわれ 

るとした場合におけるその取引（農地、採草放牧地及び森林以外のものとするた 

めの取引を除く。）において通常成立すると認められる価格（当該土地に建物そ 

の他の定着物がある場合又は当該土地に関して地上権その他当該土地の使用 

若しくは収益を制限する権利が存する場合には、これらの定着物又は権利が存 
しないものとして通常成立すると認められる価格）をいう。 
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(２) 相続税評価 

 相続税評価における価格は、相続等によって取得した「財産」の「取得の時における時価」

とされている（相続税法第２２条）。 

 「財産」とは、相続税法に特別の規定はないが、金銭に見積もることができる経済的価値の

あるすべてのものと解されている※５。 

 「時価」とは、財産評価基本通達では、課税時期においてそれぞれの財産の状況に応じ、

不特定多数の当事者間で自由な取引が行われる場合に通常成立すると認められる価額であ

るとされており、買い進み・売り急ぎ等がなかったものとした場合の客観的な交換価値を示す

価額とされている。 

 また、財産の現況に応じて評価されるものであり、財産に影響を及ぼすべきすべての事情

が考慮され、例えば、借地権の設定されている土地については、その価格は更地価格から借

地権相当額を控除して評価されることとなる※６。 

 

 

  

財産評価基本通達（昭和３９年直資５６・直審（資）１７例規） 

（評価の原則） 

１ 財産の評価については、次による。 

 (1) 略 

 (2) 時価の意義 

   財産の価額は、時価によるものとし、時価とは、課税時期において、それぞれ 

  の財産の状況に応じ、不特定多数の当事者間で自由な取引が行われる場合に 

  通常成立すると認められる価額をいい、その価額は、この通達の定めによって 

  評価した価額による。 

 (3) 財産の評価 

   財産の評価に当たっては、その財産の価額に影響を及ぼすべきすべての事 

  情を考慮する。 
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 地価公示価格に対する評価割合は、８０％とされている。 

 これは土地の価額には相当の値幅があること、評価時点以後１年間の地価変動に耐えうる

ものであることが必要であるなど評価上の安全性を配慮したものであるとされている※７。 

 なお、政府税制調査会による平成４年度の税制改正に関する答申に基づき、評価割合は

従来の７０％から８０％に引き上げられたが、「土地の相続税評価については、現在、地価公

示価格水準の７０％（評価割合）を目途として行われているが、こうしたことが結果として金融

資産等他の資産に比べ土地の有利性を高め､かえって相続税課税上の歪みや節税を目的と

する不要不急の土地需要を招来させている｡この問題に応えるためには土地の評価割合をあ

る程度引き上げていく必要がある。」との趣旨に基づくものである。 

 

 

(３) 固定資産税評価 

 固定資産税評価における価格は、「適正な時価」とされている。 

 「適正な時価」とは、正常な条件の下において成立する取引価格とされている※８。これは、

判例においては、「資産の客観的価値」（名古屋高判昭53・4・6)、「通常の取引価格」（東京地

判昭53・11・7）、「客観的資産価値」（東京地判昭44・8・8）などと表現されているところである。 

 

 

  

地方税法（固定資産税に関する用語の意義） 

第三四一条 固定資産税について、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ 

 当該各号に定めるところによる。 

   第五号 価格 適正な時価をいう。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 また、固定資産評価基準では、「地上権、借地権等が設定されている土地については、こ

れらの権利が設定されていない土地として評価するものとする。」（第１章第１節三）とされてお

り、いわゆる更地主義を採用している。これは、土地の所有者に代表して課税する仕組みをと

っているためである。 
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 地価公示価格等に対する評価割合は７０％とされている。 

 これは、 

・収益価格に対する精通者価格（地価公示価格レベル）の割合が、平均で概ね７割であっ

たこと 

・地価安定期であった昭和５０年代における固定資産税評価の地価公示価格に対する割

合が概ね７割の水準であったこと 

・資産間の評価の均衡化という視点から、家屋評価における再建築価額の取得価額に対

する割合が、概ね７割程度であったこと 

を総合的に勘案したものであるとされている※９。 

また、地価下落期においては７割評価を行うことにより、３割の部分が結果的には価格調査

時点から賦課期日までの間の地価下落に対応した安全率としての役割も果たしている。※10 

なお、判例においても７割評価の妥当性は認められているところである※11。 

 

 

  

固定資産評価基準 第１２節経過措置 

一 宅地の評価において、第３節二（一）３ (1)及び第三節二（二）４の標準宅地の 

 適正な価格を求める場合には、当分の間、基準年度の初日の属する年の前年の 

 １月１日の地価公示法による地価公示価格及び不動産鑑定士又は不動産鑑定 

 士補による鑑定評価から求められたか価格等を活用することとし、これらの価格の 

 ７割を目途として評定するものとする。 
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３ 手続き・方法等 

(１) 地価公示評価 

① 価格の査定の流れ 

 ここでは、地価公示評価における価格の査定の流れを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地価公示法 

（標準地の価格の判定等） 

第二条第一項 土地鑑定委員会は、…（中略）…標準地について、毎年一回国土 

 交通省令で定めるところにより、二人以上の不動産鑑定士又は不動産鑑定士補 

 の鑑定評価を求め、その結果を審査し、必要な調整を行って、一定の基準日に 

 おける単位面積当たりの正常な価格を判定し、これを公示するものとする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 評価の方法 

 地価公示評価に用いられる鑑定評価は、原則として以下の３つの手法を併用することと

されているが、平成１４年７月３日に改正された不動産鑑定評価基準において、これらの試

算価格の調整にあたっては、対象不動産の特性等に応じて、複数の手法によって求めた

試算価格が有する説得力の違いを適切に反映させて鑑定評価価額を決定することとされ
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ている※12。 

ⅰ 取引事例比較法（標準地の鑑定評価の基準に関する省令第７条） 

 近傍類地の取引価格から算定される推定の価格、すなわち、多数の取引事例を収

集して適切な事例の選択を行い、これらに係る取引価格に必要に応じて時点修正を

行い、かつ、地域要因の比較及び個別的要因の比較を行って求められた価格を比較

考量し、これによって対象不動産の試算価格を求める。 

ⅱ 収益還元法（標準地の鑑定評価の基準に関する省令第８条） 

 近傍類地の地代等から算定される推定の価格、すなわち、対象不動産が将来生み

出すであろうと期待される純収益の現在価値の総和を求めることにより対象不動産の

試算価格を求める。 

ⅲ 原価法（標準地の鑑定評価の基準に関する省令第９条） 

 価格時点における対象不動産の再調達原価を求め、この再調達原価について減

価修正を行って、対象不動産の試算価格を求める。 
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(２) 相続税評価 

① 価格の査定の流れ 

 地価公示価格、売買実例価額、不動産鑑定士等による鑑定評価額、精通者意見価格

等を基に評価している。 

 ここでは、宅地の路線価による価格の査定の流れを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（倍率方式における倍率も同様の方法により、精通者意見価格等の調整を行って査定す

る。） 

 

 

② 評価の方法 

 地目別に次のとおり評価方法が定められている。 

 

 
地 目 区   分 評 価 方 法  
宅 地 ア 市街地的形態を形成する 

 地域にある宅地 
路線価方式

 （その画地ごとの宅地の価額を、その画地の沿接する路線に 
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 設定されている路線価に画地調整を施し、その画地の地積を

 乗じて求めた金額によって評価する方法。） 

イ ア以外の宅地  倍率方式 
 （固定資産税評価額

（※）
に国税局長が一定の地域ごとにその

 地域の実情に即応するよう定める倍率を乗じて計算した金額 
 によって評価する方法。） 

 

ウ 農業用施設用地  １㎡あたりの農地の価額＋造成費相当額 

ア 純農地 
イ 中間農地 

 倍率方式 

ウ 市街地周辺農地  市街地農地であるとした価額×８０％ 

エ 市街地農地  ①宅地比準方式 
 （（その農地が宅地であるとした場合の１㎡当たりの価額）－ 
 （１㎡当たりの宅地造成費））×地積 
 ②倍率方式 
 （市街化区域内の市街地農地に限る） 

農 地 

オ 生産緑地  生産緑地でないものとした場合の価額を基に買い

 取り申出ができるようになるまでの期間に応じて減 
 額した金額によって評価。 

ア 純山林 
イ 中間山林 

 倍率方式 山 林 

ウ 市街地山林  ①宅地比準方式 
 （市街地農地と同様。） 
 ②倍率方式 

ア 純原野 
イ 中間原野 

 倍率方式 原 野 

ウ 市街地原野  ①宅地比準方式 
 （市街地農地と同様。） 
 ②倍率方式 

 

牧場・ 
池沼 

  原野に準ずる 
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鉱泉地   倍率方式 

ア ゴルフ場  ①市街化区域及びその近接する地域にあるゴルフ

 場用地 
 （１㎡あたりの宅地比準価額×地積×60/100）－ 
 （１㎡あたりの造成費×地積） 
 ②①以外の地域にあるゴルフ場用地 
  固定資産税評価額×倍率 

雑種地 

イ 遊園地等  原則として比準方式 
  

ウ 鉄軌道用地  当該鉄軌道用地に沿接する土地の価額の３分の１

  

エ その他  比準方式 
 （その雑種地と状況が類似する付近の土地の評価額を基とし、

 その土地とその雑種地との位置、形状等の条件の差を考慮し

 て評定した価額に、その雑種地の地積を乗じて計算した金額

 によって評価する方法。） 

 

（※）地方税法第３８１条（固定資産課税台帳の登録事項）の規定により土地課税台帳又は土地

補充台帳に登録された基準年度の価格又は比準価格をいう。 

 

 

(３)  固定資産税評価 

① 価格の査定の流れ 

 ここでは、宅地の路線価による価格の査定の流れを示す。 
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② 評価の方法 

 土地については売買実例価額を基準として評価する方法が基本とされている。 

 これは売買実例の把握が容易であり、かつ、過大又は不均衡な評価が行われた場合に

納税者が比較的容易に判断を下すことができるので、納税者の立場を保護することになる

等の観点から妥当とされる基準である。 

 

 
地 目 区分  評価方法 

ア 市街地的形態を形成する 
 地域にある宅地 

 路線価方式 
 （街路ごとに、当該街路に沿接する標準的な宅地の１㎡当たり

 の価格を表す路線価を付設し、この路線価に基づいて「画地 
 計算法」を適用し、各筆の評点数を求める方法。） 

イ 生産緑地地区内  （付近の農地の価額を基準として求めた価額）＋ 
 （造成費相当額） 

 
宅 地 

ウ ア・イ以外の宅地  標準地比準方式 
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  （道路の状況、公共施設の接近状況、家屋の疎密度その他宅

 地の利用状況が概ね類似していると思われる地区ごとに選定

 した標準的な宅地の評点数に基づいて「宅地の比準表」を適 
 用し、各筆の評点数を求める方法。） 

エ 農業用施設用地（農用地 
 区域・市街化調整区域） 

 イと同様。 

ア イ以外の農地  標準地比準方式 
 （地勢、土勢等おおむねその状況が類似していると認められる

 地区ごとに選定した標準的な農地（地目が山林にあっては、 
 山林）の評点数に基づいて各地目ごとに定められている「比準

 表」を適用し、各筆の評点数を求める方法。） 

農 地 

イ 市街化区域農地及び宅地 
 等介在農地 

 近傍地比準方式 
 （状況が類似する宅地の価額を基準として求めた価額）－ 
 （造成費相当額） 

山 林 ア イ以外の山林  標準地比準方式 
 （農地アと同様。） 

   
イ 介在山林  近傍地比準方式 

 （当該介在山林が所在する付近の宅地・農地等の価額に比準

 してその価額を求める方法。） 

ア 売買実例価額がある場合  売買実例地比準方式 
 （売買実例原野の正常売買価格を適正な時価として評定し、 
 その価格を基準として、評価対象原野との位置、面積、形状 
 等の相違を考慮して評価する方法。） 

原 野 

イ 売買実例価額がない場合  近傍地比準方式 
 （当該原野の位置、利用状況等を考慮して付近の土地の価額

 に比準して求める方法。） 

牧場・ 
池沼 

  原野と同様 

鉱泉地   特殊な方式 
 （基準年度の前年度の価額）×（近傍宅地の価額の変動率） 

雑種地 ア ゴルフ場及び遊園地等  特殊な方式 
 （当該土地の取得価額）＋（造成費相当額） 
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イ 鉄軌道用地  特殊な方式 
 （当該鉄軌道用地に沿接する土地の価額の３分の１） 

ウ その他  原野と同様。 
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４ 評価地点数 

 各評価の標準地数（宅地）及び評価地点数は下記のとおりである。 

 ただし、申告課税である相続税評価は、評価件数が不明であるので、相続人数等を示した。

また、相続税の路線価付設等のための標準地数は約４０万地点であるが、鑑定評価を行う地点

は１．５万地点にすぎず、それ以外の標準地は精通者意見の聴取等により決められている。 

 

 
   ＜表１ 標準地数＞ 

年  度 地価公示 相続税評価の 
標準地 

固定資産税評価 
の標準地 

平成６年    2.6万地点 37万地点 
平成７年     3万地点 38万地点 
平成８年     3万地点 38万地点 

     37万地点 
  （Ｈ６年度評価替え） 

平成９年     3万地点 39万地点 
平成10年    3.1万地点 39万地点 
平成11年    3.1万地点 39万地点 

     41万地点 
  （Ｈ９年度評価替え） 

平成12年    3.1万地点 40万地点 
平成13年    3.1万地点 40万地点 

 

平成14年     3.2万地点 41万地点 

     44万地点 
  （Ｈ12年度評価替え） 

 

    （※）地点数は、千地点未満を四捨五入したもの。 

 
   ＜表２ 評価地点数＞ 

相続税評価 年 度 地価公示 
相続人数 被相続人数 

固定資産税評価 
の評価筆数 

平成６年    2.6万 15万 5万     17,614万 
平成７年      3万 16万 5万     17,631万 
平成８年      3万 15万 5万     17,645万 
平成９年     3万 16万 5万     17,680万 
平成10年   3.1万 16万 5万     17,693万 
平成11年   3.1万 16万 5万     17,704万 
平成12年    3.1万 15万 5万     17,736万 

 

平成13年    3.2万       17,749万 

 

    （※）数値は、四捨五入したもの。 
      平成13年度の相続人数及び被相続人数は未公表。 
      一の筆が二以上の地目（小区分も含む。）に該当する場合は、それぞれの区分毎

に１筆として計上。
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５ 各公的土地評価の有する性格 

 公的土地評価の有する性格は、以下のように分析できる。 

 

 

(１) 地価公示評価 

 地価公示に用いられる価格の鑑定評価は、対象不動産の特性や状況に従った個別・具体

的な妥当性が追求される。 

 

 

(２) 相続税評価 

 相続税は申告課税（取得財産の価額又は所有する土地等の価額を納税者自身が評価す

る）であるから、納税者の申告の便宜及び課税の公平を図る観点から、簡易かつ的確に評価

額を算定することができるよう評価方法を定める必要があると考えられる。 

 

 

(３) 固定資産税評価 

 他の制度に比べて、評価対象不動産の数が群を抜いて多く、限られた期間において評価

を行う必要がある。このため、土地相互間の評価の均衡を図りつつ、個別的な妥当性を踏ま

えるという要請に加え、限られた期間内に、特定の時点における、大量の課税客体たる固定

資産の価格を求めるという要請があり、簡易かつ的確に市町村長が評価額を評定することが

できるよう評価方法を定める必要がある。 
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６ 整理 

 以上を整理すると、次のようになる。 

 

 
 地価公示の評価 相続税評価 固定資産税評価 
根拠規定 地価公示法 

（昭和44年法律第49号） 
相続税法 
（昭和25年法律第73号） 

地方税法 
（昭和25年法律第226号） 

目的 適正な地価の形成 相続税・地価税の課税 固定資産税の課税 

求めるべき価格 正常な価格 時価 
（地価公示価格と同水準の８０ 
％程度） 

適正な時価 
（地価公示価格等の７割を目

途） 
土地上の所有権 
以外の権利 

反映されない 
（更地主義） 

反映される 
（財産評価基本通達に定めら 
れた権利別に評価） 

反映されない 
（更地主義） 

調査時点 毎年１月１日 毎年１月１日 基準年度の前年の１月 
１日 

評価替え 毎年 毎年 ３年に一度 
（下落修正措置あり） 

評価額の決定 土地鑑定委員会 国税局長 市町村長 

評価方法 鑑定評価 
 取引事例比較法 
 収益還元法 
 原価法 

路線価方式 
倍率方式 
比準方式 

路線価方式 
比準方式 
（標準地比準方式、売買実例

比準方式、近傍地比準方式）

その他 

 

標準地(標準宅 
地）の評価主体 

不動産鑑定士等 不動産鑑定士等、精通 
者等 

不動産鑑定士等 

課税方法の違い － 申告課税 賦課課税  

評価の性格 標準地の価格形成要 
因を個別的に調査・評

価 
（取引の指標） 

簡易かつ的確な評価額 
の算定 

（納税者の申告の便宜等） 

簡易かつ的確な評価額

の算定 

（短期間での大量一括評価） 
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Ⅱ 各公的土地評価における価格形成要因の取扱い 

 

 

１ 価格形成要因※13 

 不動産の価格を形成する要因（以下「価格形成要因」という。）とは、不動産の効用及び相対

的稀少性並びに不動産に対する有効需要の三者に影響を与える要因であり、一般的要因、地

域要因及び個別的要因に分けられる。 

 一般的要因とは、一般経済社会における不動産のあり方及びその価格の水準に影響を与え

る要因をいう。一般的要因は自然的要因（地質、地盤等の状態など）、社会的要因（人口の状態、

家族構成及び世帯分離の状態など）、経済的要因（貯蓄、消費、投資及び国際収支の状態、財

政及び金融の状態など）、行政的要因（土地利用に関する計画及び規制の状態など）に分類さ

れる。 

 一般的要因の分析は、地域要因、個別的要因の分析を行う前提として行われ、不動産の用

途ごとの有効需要を的確に把握するために必要となるものであり、地域の標準的使用及び対象

不動産の最有効使用の判定の基礎となるものである。 

 地域要因とは、一般的要因の相関結合によって規模、構成の内容、機能等にわたる各地域

の特性を形成し、その地域に属する不動産の価格の形成に全般的な影響を与える要因をいう。

したがって、地域要因は土地の用途が同質と認められるまとまりのある地域の土地の価格の水

準に作用する要因である。地域要因は街路条件（街路の幅員、構造等の状態等）、交通・接近

条件（都心との距離及び交通施設の状態等）、環境条件（汚水処理場等の嫌悪施設等の有無

等）及び行政的条件（土地利用に関する計画等）に分類される。 

 個別的要因とは、不動産に個別性を生じさせ、その価格を個別的に形成する要因をいう。個

別的要因は街路条件、交通・接近条件、環境条件、行政的条件及び画地条件（間口、奥行等）

に分類される。 

 価格形成要因のうち、一般的要因は、上述のような分析を行った結果として、地域要因に織り

込まれることから、地域要因と個別的要因を分析することにより、土地価格への影響を検討する

ことになる。
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２ 宅地の地域要因と個別的要因 

(１) 地価公示評価 

 不動産の鑑定評価上は用途的観点からの分類が適切であるため、土地に関する地域要

因については、宅地地域（住宅地域、商業地域、工業地域）、農地地域、林地地域に、個別

的要因は不動産鑑定評価基準においては、宅地（住宅地、商業地、工業地）、農地、林地、

見込地及び移行地に大別して要因が例示されている。住宅地の地域要因の主なものを例示

すれば、次のとおりである。 

①日照、温度、湿度、風向等の気象の状態 

②街路の幅員、構造等の状態 

③都心との距離及び交通施設の状態 

④商業施設の配置の状態 

⑤上下水道、ガス等の供給・処理施設の状態 

⑥情報通信基盤の整備の状態 

⑦公共施設、公益的施設等の配置の状態 

⑧汚水処理場等の嫌悪施設等の有無 

⑨洪水、地すべり等の災害の発生の危険性 

⑩騒音、大気の汚染、土壌汚染等の公害の発生の程度 

⑪各画地の面積、配置及び利用の状態 

⑫住宅、生垣、街路修景等の街並みの状態 

⑬眺望、景観等の自然的環境の良否 

⑭土地利用に関する計画及び規制の状態 

 

 住宅地の個別要因の主なものを例示すれば、次のとおりである。 

①地勢、地質、地盤等 

②日照、通風及び乾湿 

③間口、奥行、地積、形状等 

④高低、角地その他接面街路との関係 

⑤接面街路の幅員、構造等の状態 

⑥接面街路の系統及び連続性 

⑦交通施設との距離 
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⑧商業施設との接近の程度 

⑨公共施設、公益的施設等との接近の程度 

⑩汚水処理場等の嫌悪施設等との接近の程度 

⑪隣接不動産等周囲の状態 

⑫上下水道、ガス等の供給・処理施設の有無及びその利用の難易 

⑬情報通信基盤の利用の難易 

⑭埋蔵文化財及び地下埋設物の有無並びにその状態 

⑮土壌汚染の有無及びその状態 

⑯公法上及び私法上の規制、制約等 

 

 

 上記のように画地条件以外の個別的要因は地域要因と重なり合う要因もある。地価公示評

価においては、標準地の属する近隣地域の位置、自然的・社会的環境等地域の特性を示す

地域の状況を把握したうえで地域における標準的使用と当該標準地の最有効使用について

分析することになる。 

 

 

(２) 相続税評価 

 相続税評価においては、路線価付設の際に、標準地の評価を行うことから、この評価にお

いて地域要因を反映させることになる。そのため、地域要因と画地条件以外の個別的要因が、

路線価に反映される。 

 画地条件を中心とした個別的要因が、画地計算法の適用により、一画地の宅地の評点数

に反映される。 

 相続税評価で考慮される個別的要因のうち画地条件は次のとおりである。 

①奥行価格補正 

②側方路線影響加算 

③二方路線影響加算 

④不整形地補正 

⑤間口狭小補正 

⑥奥行長大補正 
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⑦がけ地補正 

⑧広大地補正 

⑨容積率の異なる２以上の地域にまたがる地域 

⑩余剰容積率の移転のある宅地 

⑪セットバックを必要とする宅地の評価 

⑫都市計画道路予定地の区域内にある宅地の評価 

 

 

(３) 固定資産税評価 

 固定資産税評価の市街化宅地評価法においては、路線価付設の際に、標準宅地の評価

を行うことから、この評価において地域要因を反映させることになる。そのため、地域要因と画

地条件以外の個別的要因が、路線価に反映される。 

 画地条件を中心とした個別的要因は、画地計算法の適用により、各筆の宅地の評点数に

反映される。 

 その他の宅地評価法では、地域要因は、標準宅地の価格に反映される。 

 個別的要因は宅地の比準表の適用により、各筆の宅地の評点数に反映される。 

 固定資産税評価で考慮される個別的要因は次のとおりである。 

①奥行価格補正 

②側方路線影響加算 

③二方路線影響加算 

④不整形地補正 

⑤間口狭小補正 

⑥奥行長大補正 

⑦がけ地補正 

⑧無道路地補正 
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３ 個別的要因の状況 

 不動産鑑定評価における主な個別的要因のうち、相続税評価における財産評価基本通達、

固定資産税評価における固定資産評価基準において、補正項目とされているものは以下のと

おりである。 

 
№ 個別的要因               相続税評価 固定資産税評価 
１ 日照・通風・乾湿（方位） × × 

(△) 
２ 間口・奥行・形状 ○ ○ 

３ セットバックを必要とする土地 ○ × 
(△) 

４ 地積（広大地） ○ × 
(△) 

５ 接面街路との関係 × × 
(△) 

６ 騒音・振動等のある土地 × × 
(△) 

７ 高圧線下地 × × 
(△) 

８ 地下阻害物 × × 
(△) 

９ 地上阻害物 × × 
(△) 

10 横断歩道橋 × × 
(△) 

11 忌み地 × × 
(△) 

12 隣接不動産等周囲の状況 × × 

13 埋蔵文化財及び地下埋設物の有無

並びにその状態 
× × 

(△) 
14 土壌汚染の有無及びその状態 × × 

 

15 特定道路までの距離による容積率 × × 

 

 緩和のある土地   
16 壁面線の指定による容積率の緩和

のある土地 
× × 

17 容積率の異なる２以上の地域にまた

がる土地 
○ × 

(△) 

 

18 余剰容積率の移転 ○ × 
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19 土地区画整理事業施行中の土地 ○ × 
(△) 

20 違法建築物の敷地 × × 
(△) 

 

21 都市計画施設予定地 ○ × 
(△) 

 

    （※）・財産評価基本通達は平成１４年６月４日改正後、固定資産評価基準は平成１２

年１２月２８日改正後によるものである。 
・表中○印は採用、×印は不採用、(△)印は平成１２年度評価替えにおいて市

町村長の所要の補正により対応しているものがあることを表す。 

            ・各個別的要因の内容については、資料編に記載している。 

 

 

 なお、不動産鑑定評価において個別的要因として反映されているものについて、相続税評価

・固定資産税評価では､個別的要因としてではなく、路線価の付設において反映されるものがあ

る。 

 







Ⅲ 公的土地評価の評価額の相違について 

 

 

 固定資産税評価の市街地宅地評価法における「主要な街路」と「その他の街路」について、

特定の土地を選び、価格形成要因のうち個別的要因の格差が生じない整形な宅地、格差が生

じうる宅地について、それぞれ鑑定評価を行い、当該宅地についての固定資産税評価及び相

続税評価により算定される価額について比較を行った。 

 

 

１ 調査基準日 

・Ｈ１４年１月１日 

 

 

２ 調査の前提条件 

・調査地点の所在する都市は、政令指定都市、特例市、県庁所在市から選定（以下順にＡ

市、Ｂ市、Ｃ市という。）し、調査地点の選定は当該市が行った。 

・固定資産税評価額は平成１５年度基準年度分時点修正前暫定数値を市が算定し､相続税

評価、不動産鑑定評価は、日本不動産研究所が算定した。 

 

 

３ 調査対象とした土地及び個別的要因について 

・整形な土地（「主要な街路」と「その他の街路」に面しているもの） 

・特定道路からの距離による容積率に格差のある土地 

・高圧線下の土地 

 

 

４ 結果 
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(１) 主要な街路に沿接する「整形な土地」 

 Ａ市の調査地点においては、鑑定評価、相続税評価、固定資産税評価間における角地の

補正率が異なることにより､若干の開差が生じているが、概ね鑑定評価、相続税評価、固定資

産税評価間の均衡が保たれている。 

 

 

(２) その他の街路に沿接する「整形な土地」 

 方位格差率等が異なることにより、若干の開差が生じているが、概ね鑑定評価、相続税評

価、固定資産税評価間の均衡が保たれている。 

 

 

(３) 特定道路からの距離による容積率に格差のある土地 

 鑑定評価の標準価格と、相続税評価・固定資産税評価の路線価をみると、概ね鑑定評価、

相続税評価、固定資産税評価間の均衡が保たれている。 

 相続税評価及び固定資産税評価においては、容積率緩和に関する補正は行われていな

いため、鑑定評価、相続税評価、固定資産税評価間に開差が生じている。 

 

 

(４) 高圧線下の土地 

 鑑定評価の標準価格と相続税評価、固定資産税評価の路線価をみると、概ね鑑定評価、

相続税評価、固定資産税評価間の均衡が保たれている。 

 不動産鑑定評価では、Ｂ市、Ｃ市の調査地点とも標準的使用及び最有効使用が低層住宅

地であることから、減価率が小さい。 

 これに対してＢ市の固定資産税評価では、高圧線下地部分につき一律５０％の減価、Ｃ市

では、高圧線下地部分につき一律２０％の減価を行っている。これは、補正率を決定するにあ

たって、固定資産税評価が大量一括評価であることを踏まえ、市内の高圧線下地のうちで最

も高い減価率を一律に採用しているためである。 

 相続税評価については、高圧線下地の補正は考慮されていない（ただし、地役権が設定さ

れている場合には、利用制限に応じた権利の評価が行われる。）。 

 結果として、鑑定評価、相続税評価、固定資産税評価間に開差が生じている。 
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Ⅳ 固定資産税評価における個別的要因のあり方等についての議論 

 

 

 前章までの整理・調査を基礎として、本委員会では固定資産税評価に反映すべき個別的要

因の考え方・手法等について各委員の間で広範な議論が展開されたが、委員の意見を整理す

ると、以下のような論点に取りまとめることができる。 

 

 

１ 課税標準である「適正な時価」の内容について 

 

２ 固定資産税評価において反映すべき個別的要因について 

 

３ 固定資産評価基準に取り込むべき個別的要因について 

 

４ 所要の補正のあり方について 

 

５ 評価に必要な情報に係る申告制度について 

 

６ 評価割合のあり方について 
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１ 課税標準である「適正な時価」の内容について 

 

 

 固定資産税評価に反映すべき個別的要因の考え方・手法等を検討するに当っては､他の公

的土地評価と比べ、評価対象の内容に違いがあるかどうかを整理しておく必要がある。 

 固定資産税の課税標準は､「適正な時価」である。「適正な時価」とは､｢正常な条件の下にお

いて成立する取引価格」をいうものと解されている。具体的には、「現実の取引価格のうち、（当

事者間の事情等によって左右されるような）常でない条件による部分があるときは、これを捨象

して得られるその資産自体の本来の価値を適正に反映した価格」であるとされている。 

 一方、相続税の課税標準は、「時価」とされ､「課税時期において、それぞれの財産の状況に

応じ､不特定多数の当事者間で自由に取引が行われる場合に通常成立すると認められる価額」

とされている。 

 また、不動産鑑定基準においては､「合理的な市場（市場統制等がない公開の市場で、需要

者及び供給者が売り急ぎ､買い進み等特別の動機によらないで行動する市場）で形成されるで

あろう市場価値を表示する適正な価格」を求めることとされている。 

 定義による限り、固定資産税の「適正な時価」は、他の評価対象と同義とも考えうる。しかしな

がら、固定資産税の課税標準たる「適正な時価」の内容は、固定資産税評価が約１億８０００万

筆もの土地の評価を短期間にまとめて評価をしなければならない大量一括評価であること、ま

た､あくまでも評価は固定資産税を課税するためのものであること等を踏まえたものとして解釈す

べきであり､他の評価対象とは異なりうるものであるとの見解が大勢を占めた。なお､一定の価格

帯ごとに税額を算定するイギリス方式を参考にするなど､税額の算定のあり方自体を検討すべき

との意見があった。 

 

 

（主な意見） 

○ 固定資産税の場合､約１億８０００万筆の評価を短期間に行う必要がある。評価を精密に

行う公平性の観点と行政運営を効率的に行う観点から、「適正な時価」を考えることが必要

である。 

 

○ 固定資産税の場合、「適正とは類似の固定資産の価格と均衡を失しない」ことに重点が
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置かれている(法４１７条｢登録された価格等に重大な錯誤があることを発見した場合におい

ては､直ちに固定資産課税台帳に登録された類似の固定資産税の価格と均衡を失しない

ように」）。 

したがって､固定資産税の評価においては、相対的な評価の均衡も重要であり、他の公

的評価や鑑定評価と異なる場合があっても､ある程度までその差は許容されるべきと考えら

れる。 

 

○ 「適正な時価」という言葉からすれば、固定資産税評価と鑑定評価がすべての地点で同

じになる必要があるかのように思える。 

しかし、すべての地点で個別鑑定に近い形で評価することは固定資産税が大量一括評

価であることや小規模町村の体制等も考慮に入れれば、実務上対応が困難である。 

 従って､鑑定評価における個別的要因を全てに取り入れることなく､おおむね適正といえ

るような評価方法をとることが重要である。 
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２ 固定資産税評価において反映すべき個別的要因について 

 

 

 不動産鑑定評価では､地価の下落等に伴い､反映される個別的要因が緻密化する傾向にあ

る。 

 固定資産税評価の対象である｢適正な時価」は､他の土地評価の対象たる時価とは内容が異

なりうるとしても、一方で、公的土地評価については相互に均衡化を図ることが求められており、

個別的要因が価格に及ぼす影響が大きくなる中で、どこまで固定資産税評価に反映すべきか

が問題となる。 

 固定資産税の評価の仕組みや判例の動向を踏まえると､以下の二つの基準にまとめることが

できると考えられる。 

 

① 他の公的土地評価と比較した場合の固定資産税評価の際だった特徴は、市町村長が

短期間で大量の課税客体を評価する必要があることである。 

このことからすれば､当該個別的要因に係る情報の把握は実務上容易であることが必要

である。なお､要因の把握が実務上容易か否かという点に関しては､今後の本委員会にお

ける個別・具体の個別的要因に係る検討を踏まえ､より詳細なものとしていく必要がある。 

 

② 近年の判例では評価額が適正に実施された鑑定評価による価格を超えた場合（以下

「逆転現象」という。）、違法と判断されていると思われるが､こうした流れを踏まえると､価格

に顕著な影響を及ぼすと考えられるものについては、逆転現象が生じないよう、評価の対

象とすべきである。 

 

なお、例えば土壌汚染等の個別的要因については、応益性という固定資産税の性格も踏ま

え、評価すべきか否かを検討すべきではないかとの意見があった。 
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３ 固定資産評価基準に取り込むべき個別的要因について 

 

 

 次に､２を踏まえ､固定資産評価基準において､どのような個別的要因を取り込むべきかにつ

いて検討した。 

 市町村長が行う固定資産の価格の決定は、評価方法の全国的な統一を図る趣旨から、必ず

総務大臣が定める固定資産評価基準によって行わなければならないとされている。ただし、必

要に応じ、市町村長が所要の補正を行うこともできることとされている。 

 このような固定資産評価基準の性格を踏まえると、取り込むべき個別的要因については以下

のように考えられる。 

 

 

① 全市町村長が評価基準に従うことを義務づけられていることからすれば、基本的には当

該個別的要因が価格に及ぼす影響はある程度普遍的であることが必要である。 

 

② 当該個別的要因に係る価格差を固定資産評価基準に掲げる場合、基本的に全国統一

的なものを示すこととなる。これは、市町村長は、もちろん地域の価格事情を踏まえ、所要

の補正を行うことは可能であるとしても、評価基準に従うことを義務づけられていることから

すれば、評価基準に取り込むべき個別的要因については、合理的な根拠に裏付けられた

一定の数値を示すことが必要だからである。 

 

 この点については、①､②を満たさないものについても、国は、小規模町村に対する配慮、評

価の均衡化･適正化の観点から､評価方法等に関する情報提供を市町村に対して行うべきであ

るとの意見があった。 
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４ 所要の補正のあり方について 

 

 

 市町村長は､評価の均衡化・適正化を図るため、必要に応じ、「画地計算法」の付表又は「宅

地の比準表」について、所要の補正を加えて適用することができることとされている。 

 これは、土地の価格の低下等の原因が画地の個別的要因による場合には､当該価格事情を

路線価の敷設又は状況類似地区の設定によって求める評価に反映させることができないことも

あるため、市町村長は当該価格事情が価格の形成に著しい影響があると認められるときは、個

々の画地ごとに当該価格事情に見合った所要の補正を行うことができるとされているものであ 

る。平成１２年度評価替え後で、のべ５９９２団体が所要の補正を行っている。 

 このいわゆる所要の補正は、不動産鑑定における個別的要因の緻密化に伴い、平成６年度

以降、増加する傾向にある。 

所要の補正が多くなった場合、評価基準の規範性が薄れ、実質的には評価基準によらない

評価となってしまうおそれがある。所要の補正の中でも、多くの団体が対応しているものについ

ては、影響が局地的なものとは言えず、広範囲にわたり同様な傾向があるものと考えられるた

め、評価の均衡化・適正化の観点から､そのような所要の補正は固定資産評価基準に取り込む

ことを検討すべきである。 

 また、多くの市町村で補正されているものの、地域によって補正率が異なると考えられるもの

については、評価基準にそのまま取り込むことができないため、県単位など広域的に市町村が

情報交換を行うような仕組みをつくり、所要の補正について地域で均衡化・適正化を図ることを

検討すべきである。 

 なお、所要の補正の具体的な内容は､多くの市町村において「要領、要綱」という形式で定め

られているものの、同要領が職員のための手引きという位置付けにすぎず、納税者に開示され

ていないような市町村も少なからずみられることから、今後は告示など制度的位置付けのあるも

のとすることやオープン化を行うことなど､住民に対する透明性の向上を図ることにより､行政とし

ての説明責任をはたす必要がある。 
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５ 評価に必要な情報に係る申告制度について 

 

  

 固定資産税は賦課課税方式を採用している｡すなわち､課税に当たって必要な情報は､固定

資産評価員又は補助員が納税者の協力を得ながら実地調査等を行うことにより把握することとさ

れている｡しかしながら､現在の不動産鑑定の実情等を踏まえると､価格に対し顕著な影響を与

えるにも関わらず、それについての必要な情報を把握することが実務上困難なものが今後増え

ていく可能性がある。 

 賦課課税方式であることをもって､これらの情報を課税庁側の責任により把握し評価に反映さ

せることは事実上不可能なことから、評価に反映させるとすれば、納税者からの申告により情報

を得ることが必要になる。 

 現行法では､償却資産､住宅用地特例等に係る申告制度がある。これは､賦課課税方式を前

提としつつも､市町村長による情報収集の一環として制度化されたものである｡償却資産につい

ては、土地及び家屋と異なり、登記簿により課税客体を捕捉することができないため、特にその

所有者から申告書の提出を求めることとし､市町村の調査と相まってその的確な捕捉を期してい

るものである。また､住宅用地特例については住宅用地の認定に資するため､条例の定めるとこ

ろにより、所在、面積等の申告義務を課することができることとされている。 

 このような申告制度を参考として､土地評価に必要な情報についても､申告制度を活用するこ

とが考えられる。 

 この場合､償却資産や住宅用地特例等に係る現行法の規定を踏まえ､不申告については過

料を科し、虚偽の申告については罰金刑を科する制度を設けることは可能である。 

 しかしながら、固定資産税制度は賦課課税方式であり、評価に係る情報は原則として市町村 

長が調査・把握すべきものである。したがって、申告がなかったものの後で減価要因が見つか 

り､それが重大な錯誤に該当する場合においては､市町村長は台帳を修正する（法４１７条）とと

もに、原則として還付（最長５年間）を行う必要が生ずる（法１８条の３）。 

 土地評価に必要な情報について申告制度を活用することについては､以下の意見があった。 

 

 

○ 実態として、評価に当たり、納税者の協力が必要なものについては、申告を活用してい 

る。私道の評価においては、範囲等の確定について申告制度を活用している。 
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○ ロサンジェルス市では、市全体に影響するような要因は市が反映し、その他の個別的な

要因については住民が自分で申請する仕組みとしているが、参考とすべきではないか。 

 

○ 申告制度の導入は理解できる。ただし､納税者の申告がなければ､権利の上に眠る者と

して、評価において考慮する必要がないとする仕組みとすることが望ましい。 

 

○ 申告制度活用のためには､申告により正確な情報を伝えることで納税者が便益を受ける

可能性があるというインセンティブを付加する必要がある。 

したがって、納税者の側にたった仕組みの説明と精緻化を考慮すべきである。 

また、その場合､申告件数が大幅に増加する可能性もあるので､対応できる事務処理体

制を整える必要がある。 

 

○ 縦覧制度の趣旨は､納税者に固定資産の価格を知らしめることにより､価格に不服があ

る場合は、審査申出することができる機会を与え、価格についての争いを処理しようとする

ものである。 

よって、縦覧に供されている以上､減価要因が見つかった場合であっても､必ずしも重大

な錯誤に該当するとして過去に遡って還付する必要はないのではないか。 
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６ 評価割合のあり方について 

 

 

 最後に現在の評価割合について議論があった。 

 現在、宅地の固定資産税評価については、地価公示等の７割を目途として評定されている。

これは､「公的土地評価の均衡化・適正化」の要請に基づき､当時の相続税評価との均衡や､昭

和５０年代の地価安定期における地価公示価格に対する固定資産税の評価額の割合等から、

全国一律の一定割合を７割と定め、平成６年度評価替えから導入されたものである。 

 しかし､これでよいとする判例がある一方で､負担調整措置の適用により､商業地等の課税標

準は上限が固定資産税評価額の７０％であり、その固定資産税評価額は地価公示価格の７割

を目途として評定されているため、これを掛け合わせると地価公示価格に対する課税標準の割

合は実質的に５割程度となることなどから、評価割合をさらに低くすべきとの見解がある。 

 評価割合のあり方についての主な意見は次のとおりである。 

 

 

（評価割合を落とすべきとの意見） 

○ 現行の制度は複雑である。負担水準の均衡化を早期に図った上で､評価額を地価公示

価格等の５割とするなど、思い切った簡素化を行うべきである。 

 

○ 据置年度の下落修正措置は廃止した上で､評価割合を落とすべきである。併せて､現行

の負担調整措置の廃止も検討すべきである。 

 

○ 相続税が１年間耐えられるものとして安全度を８割で見込むことを前提にすれば､３年間

価格を据え置く固定資産税制度では０．８の３乗、すなわち５割で安全度を見込むことも考

えられるのではないか。 

 

○ 評価割合を下げることは、課税の謙抑性の観点からは妥当ではないか。 
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（評価割合を落とすべきではないとの意見） 

○ 評価と負担は分けて議論すべきであり、いっしょにしてしまうのは適切ではないのではな

いか。 

 

○ 据置年度の下落修正は地価が異常に下がる状況を踏まえて緊急･一時的に導入された

ものであり、据置年度の下落修正を止めるから評価割合を下げるのはどうか。 

 

○ 下落修正措置の廃止に併せて評価割合を落とすと､評価割合は地価の下落率に応じて

変わるべきものとなるが、それは適当ではないのではないか。 

 

○ 例えば５割など、評価割合が低くなるとそもそも「適正な時価」といえるか疑問である。 

 

○ 公的土地評価の均衡化・適正化という政策の方向に反するのではないか。 

 

○ ５割に評価割合を落としたから、地価下落がおこっても修正は行わないということが納税

者の理解を得られるかどうか疑問である。
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Ⅴ おわりに 

 

 

 近年、利便性・収益性の差や個別の地点のおかれた状況による地価の個別化が進む中、不

動産鑑定評価に反映される個別的要因が緻密化する傾向にある。一方で､固定資産税評価は

賦課課税方式を前提とし､約１億８０００万筆を対象とする大量一括評価であり､反映すべき個別

的要因についてはおのずと限界があると考えられる。 

 このように制度そのもののあり方が評価のあり方に影響を与えることから､個別的要因をどこま

で反映すべきかという問題は、土地評価における課題に止まらず、固定資産税制度のあり方そ

のものに関わる問題となるのである。 

 

 評価割合を下げるという見解は､実務者を中心に根強いものがある。これは､主として次のよう

な実務的な問題が背景にあるものと考えられる。 

① 負担調整措置を含めた現行制度が大変に複雑であり､現場で納税者に対し説明責任を

果たす上で支障を生じている｡評価割合を下げることにより､税負担を変えることなく負担調

整措置等の課税制度の簡素化を図ることができ、説明責任の向上に資することができる。 

② 個別的要因の緻密化に伴い、評価事務が複雑化している。評価割合を下げることによ

り､個別的要因のうち価格に及ぼす影響が大きなもの等を除き固定資産税評価から除外す

ることができ、評価事務の簡素化を図ることができる。 

③ 現在、地価下落に伴い、据置年度において下落修正措置を講じている。評価割合を下

げ価格変動に対する安全率の幅を増やすことにより、据置年度の下落修正措置を廃止す

ることができ、評価事務の簡素化を図ることができる。 

 住民に対する説明責任の重要性が指摘される今日、制度の簡素化は重要な視点であり、現

行の課税標準のあり方を見直すことや税収に対する影響を含め､評価割合のあり方については

今後とも引き続き検討していく必要がある。なお、負担調整措置を廃止することについては、そ

の前提として、負担の均衡化を達成することが必要不可欠である。 

 

 申告制度の導入も制度に関わる問題である。そもそも現行制度は大量の課税客体について

賦課課税方式をとっているが、評価面においては、市町村が調査すれば比較的容易に、或い

は外見的に、住民が納得できうる「適正な」評価が行われうることが前提になっていると考えられ
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る。 

 しかしながら、今後は、個別的要因の中には、価格に顕著な影響を与えつつも、外見等から

は容易に把握することが困難なものや､要因が存在することは推定できても､影響の程度を把握

することが困難なものも増えることが予想される。現在でも、私道、地下埋設物等について申告

を事実上活用している市町村もあるが、この点については、実務者を中心に、その必要性は認

めつつも、申告課税の仕組み、すなわち、申告がなければ課税上配慮する必要がないこととす

る仕組みとすることを求める意見が強かった。 

 この点についても、課税方式そのものの見直しを行う必要があるものであり、引き続き今後の

課題として検討していく必要があるが、少なくとも事実上活用されている評価に係る申告につい

ては､償却資産や住宅用地特例に係る申告制度に倣い､法的位置付けを行ないその明確化を

図ることが必要と考えられる。 

 

 また､平成１５年度評価替えに当たり､路線価の全面的な公開や縦覧制度の見直しが行われ

るなど、評価についてこれまで以上に説明責任や透明性の向上が求められる状況となってい 

る。今後は、所要の補正に係る審査申出が増えることも予想されるところであり、所要の補正に

ついて、これまで以上に透明性の向上や、必要に応じ、市町村間の価格差の均衡化を図る必

要があるものと考えられる。 

 

 土地基本法が制定されて１５年、また､７割評価が導入されて１０年が経過する。この間、公的

土地評価は、土地基本法に基づき、均衡化・適正化が図られてきた。 

 本年度の土地研究委員会では、公的土地評価の手法等について改めて比較・分析を行うと

ともに､固定資産税に反映すべき個別的要因の考え方・手法等について検討を行ったが､十分

な整理ができなかった事項については､固定資産税制度のあり方を含め今後とも議論を深めて

いく必要がある。 
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